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全国消費実態調査[1]

総務省統計局が，無作為に選ばれた

調査世帯（約56400世帯）で5年毎に，

9～11月の3ヶ月間行っている．

※単身世帯は9～10月の2ヶ月

世帯主の年齢，職業などを調査

収入・支出の詳細を調査

支出の例：消費支出，食料費，教育費など

収入の例：経常収入，特別収入など
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全国消費実態調査

•消費支出

生活費のことを表す．

日常の生活を過ごすのに必要な商品やサービス

を購入して実際に支払った金額．

•経常収入

家計の消費行動に大きな影響を与える定期性

あるいは再現性のある収入．
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消費支出の動向

平成7年
携帯電話の普及

平成2年
バブル景気

平成23年
東日本大震災

平成18年
ライブドアショック
（株式市場の暴落）

平成26年
消費税8％導入

先行研究[2]

阿部修人の研究（2010年）
• 消費支出・経常収入は，年齢に依存する．

• 50～54歳までは増加傾向，以降は減少傾向．

• 家計構成人数（世帯人員）が多いほど，

支出が多くなる．
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消費支出・経常収入と年齢
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経常収入（平均値）

消費支出（中央値）

経常収入（中央値）

消費支出（平均値）

問題点

総務省統計局による発表
• 平均のみでの記載

⇒参考に出来ない部分あり

⇒外れ値における考慮なし

先行研究
• 年齢，世帯人員による解析のみ

⇒職業や就業人員における消費支出・経常収入が

不明
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研究目的

• 年齢や世帯人員を含む13項目を利用して，収入・
支出についての統計モデルを検討する．

• 複数の項目における収入・支出についての多変量
解析を行う．

• 外れ値が存在し等分散性が成り立たないため，分
位点回帰を用いて，解析をする．
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分位点回帰[3]

• 任意の分位点を線形方式で予測する回帰分析

• 分位点  (0 < < 1)における分位点回帰直線を  とおく．  = min∈ ( − ( ))
( ) =  − 1     ≤ 0                0 <  =  + + + … +

：  番目における説明変数 j：条件を表す添え字 ：切片 ：係数( )：回帰直線 ：  番目の金額 ：残差
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全国消費実態調査の概要

• データ：平成16年の全国消費実態調査

（擬似ミクロデータ）

• サンプル数：32027世帯

• 抽出法：層化3段抽出法

（第1次：市町村 第2次：単位区 第3次：世帯）
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解析方法と手順

①データの整備

・項目ごとの整理

②項目の抽出

・GLMSELECTによる変数選択

③年齢の次数を決める

・QUANTREGのObjective Functionによる選択

④分位点回帰
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データの整備（例）
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（整備前） （整備後）

データの整備（例）
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（整備前） （整備後）



8

GLMSELECTによる
変数選択の結果

消費支出

項目名

性別

年齢

世帯人員

企業規模

職業

建て方

就業人員

経常収入

項目名

性別

年齢

世帯人員

企業規模

職業

就業の有無
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年齢の次数（消費支出）

16

年齢の次数は，objective functionを用いて決める．
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年齢の次数（経常収入）
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GLMにおける消費支出の結果
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QUANTREGにおける
消費支出の結果
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考察（消費支出）

• 男性の方が支出が多い．

• 世帯人員が増えると消費支出も多くなる．

• 建て方における比率に差はあまりない．

• 企業規模が大きいと支出も多くなる．

しかし，「1～4人」と「5～29人」では，「1～4人」が高い．

• 職業は，官公職員が高い．

• 就業人員

10%点，25%点，50%点・・・「2人」が高い．

75%点，90%点・・・「3人以上」が高い．
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GLMにおける経常収入の結果
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QUANTREGにおける
経常収入の結果
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考察（経常収入）

• 切片において，分位点が高くなると，差が大きくなる．

• 男性の方が収入が多い．

• 世帯人員が増えると収入も高くなる．

• 就業の有無について，「うちパート」は「不明」よりも
収入が少ない⇒「不明」は，記入漏れによるミスか．

• 企業規模が大きいと収入も多くなる．

しかし，「1～4人」と「5～29人」では，「1～4人」が高い．

• 職業は，官公職員が高い．
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20代，男性，世帯人員2人，
就業者，規模1000人以上，民間職員，
一戸建て，就業人員が1人の場合（50％点）

• 消費支出= 289468 × 0.73 × 0.95 × 0.94 × 1.22 × 0.80× 1.08 × 0.99 × 1.09 × 1.08≒ 231811（円）

⇒この条件の場合，23～24万円が50％点

• 経常収入  = 285628 × 0.81 × 1.09 × 0.99 × 1.38 × 0.77× 1.13 × 1.27 × 1.05 ≒ 399750（円）

⇒この条件の場合，約40万円が50％点
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20代，男性，世帯人員2人，
就業者，規模5～29人，民間職員，
一戸建て，就業人員が1人の場合（50％点）

• 消費支出= 289468 × 0.73 × 0.95 × 0.94 × 1.22 × 0.80× 1.08 × 0.99 × 0.90 × 1.08≒ 191404（円）

⇒規模を変えただけで，約4万円の差．

• 経常収入  = 285628 × 0.81 × 1.09 × 0.99 × 1.38 × 0.77× 0.91 × 1.27 × 1.05
   ≒ 321923（円）

⇒規模を変えただけで，約8万円の差．
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まとめ

• 消費支出は，性別，年齢，世帯人員，企業規模，

職業，建て方，就業人員によって求められる．

• 経常収入は，性別，年齢，世帯人員，企業規模，

職業，就業の有無によって求められる．

⇒これらのモデル式により，収入・支出だけでなく，
マーケティングの視点から見ることができるのでは
ないか．

・収入・支出のモデル式に産業は選択されなかった．

⇒産業に「その他」が多く含まれてしまったから．
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今後の課題

• 産業，住居の構造，住居の建て方による

収入・支出の解析

• シングルマザーの収入・支出の解析

• 高齢者の収入・支出の解析

• 消費支出に占める割合についての考察
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付録

29

各条件の度数

世帯人員 度数

2人 7438

3人 8537

4人 9944

5人 4405

6人以上 1703

30

就業人員 度数

1人 13913

2人 13459

3人以上 3687

不詳 968

建て方 度数

一戸建て 21623

共同住宅 4653

その他 5751

性別 度数

男性 29381

女性 2646

企業規模 度数

1～4人 1095

5～29人 5178

30～499人 9334

500～999人 1574

1000人以上 5428

不詳 9421

職業 度数

労務作業者 10912

民間職員 13079

官公職員 5775

その他 2261

就業の有無 度数

就業 30017

うちパート 1770

不詳 240
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各条件の度数(2)

住居の建て方 度数

一戸建 21623

長屋建 87

共同住宅（1・2階建） 1055

共同住宅（3～5階建） 2679

共同住宅（6～10階建） 641

共同住宅（11階建以上） 278

その他 0

不詳 5664
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住居の構造 度数

木造 14064

防火木造 3626

鉄骨・鉄筋コンクリート造り 8739

その他（ブロック造り，
レンガ造りなど）
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不詳 5583

13項目とは

• 世帯区分

• 世帯人員

• 就業人員

• 住居の構造

• 住居の建て方

• 住居の所有関係

• 性別

• 年齢5歳階級

• 就業・非就業の別

• 企業区分

• 企業規模

• 産業

• 職業
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消費支出と経常収入の差
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・消費支出の中には，

家のローンなどの借金
や繰越金は含まず
⇒約10万円は，これらの
要素に含まれている．

消費支出の内訳について

• 消費支出は以下の項目に分けられている．

食料費

住居費

光熱・水道

家具・家事用品

被服及び履物

交通・通信

教育

教養娯楽

その他
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各支出項目の動向
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消費支出と世帯人員
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産業の分類について

• 日本標準産業分類において，自分がどこの事業
区分にいるのかがわかる．

• 細かい，量が多い

ため，自分の該当する

産業がわからない，

あるいは面倒

⇒不詳につけてしまう

人が多くなってしまう
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